
地方公共団体が、サービス管理責任者の確保が困難であるため障害福祉サービスの提供が困難であると
認めた場合（注）に、サービス管理責任者の資格要件のうち、実務経験年数の要件を緩和するもの。

（注：本事業を実施する構造改革特別区域の属する都道府県の知事が、当該構造改革特別区域内において、サービス管理
責任者の確保が困難であるため障害福祉サービスの提供が困難であると認めた場合に限る。）

サービス管理責任者資格要件弾力化事業について

サービス管理責任者資格要件弾力化事業の概要

○ 特例を設ける趣旨について
・ サービス管理責任者の確保を容易にすることで、障害者自立支援法に基づく障害福祉サービス事業所又は
障害者支援施設（新体系サービス）への移行の促進を図るもの。

○ 緩和の内容について
・ 「指定障害福祉サービスの提供に係るサービス管理を行う者として厚生労働大臣が定めるもの」
（平成１８年厚生労働省告示第５４４号）において定めているサービス管理責任者の実務経験年数
の要件のうち、通算５年以上と規定されているものについて通算３年以上に、通算１０年以上と規定
されているものについて通算５年以上にそれぞれ短縮。

○ 当該特区事業の認定に必要な書類について
・ 構造改革特別区域計画のほか、設定する特別区域内において、サービス管理者の確保が困難
であり、そのために障害者自立支援法に基づく障害福祉サービス事業等の提供が困難となっている
ことが認められる資料等。

○ 平成２３年度以降について
・ 本事業は昨年９月から実施しており、一定期間経過後に弊害の有無について検証する予定。
→ 検証結果を踏まえ、全国展開等について検討。

関
連

資
料
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障 発 ０ ９ ０ ７ 第 ６ 号 

平 成 ２ ２ 年 ９ 月 ７ 日 

 

都道府県知事 

 各 指定都市市長 殿 

中核市市 長 

 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長    

 

 

構造改革特別区域における「サービス管理責任者の資格要件弾力化事業」 

について 

 

 

「厚生労働省関係構造改革特別区域法第二条第三項に規定する告示の特例に関す

る措置及びその適用を受ける特定事業を定める件」（平成２２年厚生労働省告示第３

４０号）が平成２２年９月７日に告示され、同日から適用されたところであるが、そ

の内容は、下記のとおりであるので、御了知の上、管内市（区）町村に対して周知徹

底を図るとともに、その円滑な実施に特段の御配慮をお願いする。 

 

記 

 
第１ 告示の趣旨 

「「明日の安心と成長のための緊急経済対策」における構造改革特区に係る臨時

提案等に対する政府の対応方針」（平成２２年６月２日構造改革特別区域推進本部

決定）において、「障害者自立支援法に基づく障害福祉サービス事業所に配置が義

務づけられているサービス管理責任者の資格要件の緩和」が新たに構造改革特区に

おいて講じるべき規制の特例措置として決定された。 
これを受けて、サービス管理責任者の資格要件を定める「指定障害福祉サービス

の提供に係るサービス管理を行う者として厚生労働大臣が定めるもの等」（平成１

８年厚生労働省告示第５４４号。以下「サービス管理責任者資格要件告示」という。）

の特例に関する措置を定めるものである。 
 
第２ 告示の概要 

構造改革特別区域法（平成１４年法律第１８９号。以下「法」という。）第２条

第４項に規定する地方公共団体が、その設定する構造改革特別区域内において、サ

ービス管理責任者の確保が困難なことから障害者自立支援法（平成１７年法律第１
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２３号）に基づく障害福祉サービス事業等の遂行が困難であると認めた場合（同区

域の属する都道府県の知事が、そのことにつき同意している場合に限る。）に、法

第４条第８項の規定による内閣総理大臣の認定を申請し、認定を受けることとする

こと。 

当該認定の日以後は、当該構造改革特別区域に所在する事業所又は施設により行

われる障害福祉サービスに係るサービス管理責任者の資格要件について、サービス

管理責任者資格要件告示が定める実務経験の年数に係る規定の適用は、次のとおり

とすること。 

 

 

サービス管理責

任者資格要件告

示中の該当条項 

 

 

実務経験期間の種類 

サービス管理

責任者資格 

要件告示が定

める実務経験

年数 

 

特例措置に

おける実務

経験年数 

一.イ(１)（一）ａ 相談支援の業務等に従事した期間 通算して 

５年以上 

通算して 

３年以上 一.イ(１)（一）ｂ 

 

社会福祉主事任用資格者等が、 

直接支援の業務に従事した期間 

一.イ(１)（一）ｃ 

 

社会福祉主事任用資格者等でないも

のが、直接支援の業務に従事した期間 

通算して 

１０年以上 

通算して 

５年以上 

一.イ(１)（一）ｄ 相談支援の業務等に従事した期間及

び直接支援の業務に従事した期間が

通算して３年以上の者が、医師等の資

格に基づき当該資格に係る業務に従

事した期間 

通算して 

５年以上 

通算して 

３年以上 

 
 
第３ その他留意事項 

「サービス管理責任者の資格要件弾力化事業」に係る構造改革特別区域計画の認

定の申請をするに当たっては、別途、内閣府が示す「構造改革特区計画認定申請マ

ニュアル」を参照されたい。 
また、当該事業について、本年９月下旬に実施される予定の構造改革特別区域計

画第２４回認定申請の受付期間から申請が可能となるので、御留意願いたい。 
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９３８ サービス管理責任者の資格要件弾力化事業 

 

１．特例を設ける趣旨 

現在、平成２４年３月を期限として、旧法指定施設等（旧体系事業所）から

障害者自立支援法に基づく障害福祉サービス事業所又は障害者支援施設（新体

系サービス）への移行が進められているところです。 

この障害者自立支援法に基づく障害福祉サービス事業所等については、職員

配置基準においてサービス管理責任者の配置が義務づけられているところで

す。 

今回の特例は、サービス管理責任者の実務経験年数の要件を緩和することに

より、サービス管理責任者の確保を容易にし、新体系サービスへの移行の促進

を図るものです。 

 

２．特例の概要 

地方公共団体が設定する構造改革特別区域内において、都道府県知事がサ

ービス管理責任者の確保が困難なことから障害者自立支援法に基づく障害福

祉サービス事業等の遂行が困難であると認めた場合に、サービス管理責任者

の実務経験年数の要件を緩和します。 

 

３．基本方針の記載内容の解説 

（１）本特例措置は、「指定障害福祉サービスの提供に係るサービス管理を行う者

として厚生労働大臣が定めるもの等」（平成１８年厚生労働省告示第５４４

号）においてサービス管理責任者の実務経験年数の要件のうち、通算５年以

上と規定されているものについて通算３年以上に、通算１０年以上と規定さ

れているものについて通算５年以上にそれぞれ緩和するものです。 

 

（２）市町村において申請を行う場合には、都道府県知事に協議し、当該市町村

が設定する構造改革特別区域内において、サービス管理責任者の実務経験年

数の要件を満たす者の不足等により、その確保が困難なことから障害者自立

支援法に基づく障害福祉サービス事業等の遂行が困難であることの同意を得

るものとします。 

 

４．特区計画及び添付書類の記載に当たって特に留意すべき点 

  当該特例について、特区計画の記載にあたって特に留意すべき事項は次の

とおりです。 

 ・ 特区計画において、基本方針の「特例措置の内容」に記載する要件を満

（参考資料） 

内閣府『構造改革特区計画認定申請マニュアル』（各論）より抜粋 
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たしていることを具体的に記載すること。  

５．当該特例に関して特に必要な添付書類 

市町村が当該特例に係る申請を行う場合には、当該市町村が設定する構造

改革特別区域内において、サービス管理責任者の確保が困難であることから

障害者自立支援法に基づく障害福祉サービス事業等の遂行が困難であること

を都道府県知事が認める旨の書類（様式任意）を添付してください。 
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